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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 
 

１．商 号 株式会社だいこう証券ビジネス 

 

２．登 録 年 月 日 平成 23 年５月 12 日 

( 登 録 番 号 ) （関東財務局長(金商)第 2534 号） 

 

３．会社の沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年月 沿革 

昭和32年５月 大阪市東区（現・大阪市中央区）に、大阪証券取引所（現・株式会社日本取引所グループ）、大阪証券

業協会（現・日本証券業協会大阪地区協会）、大阪証券金融株式会社（現・日本証券金融株式会社）の

ほか各証券会社の出資により、資本金2,000万円をもって大阪代行株式会社を設立（設立年月日：昭和

32年５月13日） 

 株式の名義書換取次、有価証券の輸送、売買代金の取立・立替、有価証券担保融資の各業務を開始 

昭和32年10月 商号を大阪証券代行株式会社に改める 

名義書換代理人業務（株主名簿管理人業務）を開始 

昭和38年８月 有価証券の配送業務を開始 

昭和46年11月 有価証券の保管業務を開始 

昭和57年６月 道路運送法に基づく自動車運送取扱事業者として登録 

昭和59年２月 貸金業法に基づく貸金業者として登録 

平成元年12月 貨物利用運送事業法に基づく第一種貨物利用運送業者として登録 

平成２年１月 当社株式を大阪証券取引所（現・東京証券取引所）市場第二部に上場 

平成２年12月 特定労働者派遣業務を開始 

平成５年１月 バックオフィス業務を開始 

平成７年１月 商号を株式会社だいこう証券ビジネスに改める 

平成11年10月 ネット証券向けバックオフィス業務を開始 

平成11年12月 当社株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

平成13年７月 本部機能を東京支社へ移管し、名称を東京本部に改める 

平成13年10月 メーリング業務を開始 

平成15年１月 改正証券取引法に基づく証券業者として登録し、有価証券等清算取次業務を開始 

平成15年８月 株式会社野村総合研究所（現・親会社）と証券会社向けバックオフィスサービスにおいて業務提携 

平成15年10月 日本クリアリングサービス株式会社の株式を60.0％取得し子会社化 

平成15年12月 警備業法に基づく警備業者として認定 

平成16年４月 大阪証券取引所（現・大阪取引所）の取引資格を取得、株式等売買注文の取次ぎ業務を開始 

平成16年６月 東京証券取引所、札幌証券取引所、福岡証券取引所の取引資格を取得、ＪＡＳＤＡＱに参加 

平成16年９月 証券会社設立支援コンサルティング業務を開始 

平成17年４月 プライバシーマークを取得 

平成17年５月 商品先物充用有価証券の一括管理業務を開始 

平成17年10月 職業安定法に基づく有料職業紹介事業者として許可を受け、人材紹介業務を開始 

金融機関向け担保有価証券管理サービスを開始 

平成18年３月 当社株式を東京証券取引所ならびに大阪証券取引所（現・東京証券取引所）の市場第一部に指定 

平成19年９月 金融商品取引法に基づく金融商品取引業者（第一種金融商品取引業）として登録 

平成19年11月 株式会社ジャパン・ビジネス・サービス（現・連結子会社）の全株式を取得し子会社化 

 ＩＳＭＳ認証を取得（システムソリューション部（現・システム部）） 

平成21年２月 電子文書管理サービス（Ｄ－ＦＩＮＤＳ）を開始 

平成21年５月 株式等間接口座管理サービス（ＣＬＳ）を開始 

平成21年７月 ＩＳＯ ９００１認証を取得（大阪事務センター） 

平成21年10月 名古屋証券取引所の取引資格を取得 

 ＩＳＯ ９００１認証を取得（メーリングセンター） 

平成21年12月 相続手続き事務代行サービスを開始 

平成23年１月 会社分割により、証券代行事業（株主名簿管理人業務およびこれに関連または付随する業務）を三菱Ｕ

ＦＪ信託銀行株式会社および三菱ＵＦＪ代行ビジネス株式会社に承継 

平成23年４月 東京都中央区に本社を移転 
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年月 沿革 

平成23年７月 証券バックオフィスシステム（基幹系システム）の提供およびその業務サポートサービスを開始 

平成24年７月 富士ソフトケーシーエス株式会社（現・株式会社ＤＳＢ情報システム）（現・連結子会社）の全株式を

取得し子会社化 

平成24年11月 金融商品供給サービスを開始 

ＩＳＭＳ認証を取得（メーリングセンター） 

平成25年６月 ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）関連業務を開始 

平成26年３月 株式会社野村総合研究所と資本業務提携契約を締結 

平成26年４月 株式会社野村総合研究所が当社の親会社となる 

日本クリアリングサービス株式会社を完全子会社化 

平成26年10月 東京都江東区に本社を移転 

 英文商号をDSB Co., Ltd.に改める 

 

平成27年12月 

平成28年１月 

平成28年５月 

日本クリアリングサービス株式会社を吸収合併 

株式会社ＤＳＢソーシングを設立 

マイナンバー登録・管理・利用サービスを開始 

ＩＳＯ ９００１認証を取得（バックオフィス業務二部） 

平成28年６月 金融商品取引法に基づく金融商品取引業者（投資助言・代理業）として登録 

平成28年11月 ＩＳＯ ９００１認証を取得（バックオフィス業務一部、決済業務部） 

平成29年２月 確定拠出年金法に基づく確定拠出年金運営管理機関として登録 
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(2) 経営の組織 

 

(平成 29 年３月 31 日現在) 

 

 
 

 

コ ン プ ラ イ ア ン ス 部
株 主 総 会

グ ル ー プ 企 画 総 務 部

シ ス テ ム 部

グ ル ー プ 人 事 部
監 査 役 会

取 締 役 会 指名報酬諮問委員会 グ ル ー プ 財 務 部

取 締 役 社 長
営 業 推 進 部

グループ経営会議
Ｄ ｒ ｅ ａ ｍ 事 業 部

リスク管理委員会

業 務 企 画 部

バックオフィス業務一部

バックオフィス業務二部

決 済 業 務 部

メ ー リ ン グ 事 業 部

監 査 業 務 部

ク リ ア リ ン グ 事 業 部

証 券 業 務 部

グ ル ー プ 監 査 部
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権に占める当

該株式に係る議決権の数の割合 

(平成 29 年３月 31 日現在) 

氏名又は名称 保有株式数(株) 割合(%) 

株 式 会 社 野 村 総 合 研 究 所 13,013,064 50.96 

C G M L  P B  C L I E N T  A C C O U N T / C O L L A T E R A L

（ 常 任 代 理 人  シ テ ィ バ ン ク 銀 行 株 式 会 社 ）
1,155,200 4.52 

野 村 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 1,070,600 4.19 

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 1,058,100 4.14 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 699,000 2.73 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 699,000 2.73 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 690,000 2.70 

M S I P  C L I E N T  S E C U R I T I E S

（常任代理人 モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社）
657,500 2.57 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行

（ 常 任 代 理 人  資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 ）
565,000 2.21 

藍 澤 證 券 株 式 会 社 500,000 1.95 

その他                  ( 3 , 1 7 5 名 ) 5,440,104 21.30 

計                     ( 3 , 1 8 5 名 ) 25,547,568 100.00 

 
５．役員の氏名又は名称 

(平成 29 年３月 31 日現在) 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

取 締 役 会 長 末 永  守 無 非常勤 

代 表 取 締 役 社 長 多 田  斎 有 常勤 

代 表 取 締 役 専 務 御園生 悦 夫 有 常勤 

常 務 取 締 役 佐 藤 公 治 無 常勤 

取 締 役 執 行 役 員 渋 谷  伸 無 常勤 

取 締 役 秦  喜 秋 無 非常勤 

取 締 役 有 吉  章 無 非常勤 

監 査 役 岩 崎  均 無 常勤 

監 査 役 田 口 和 夫 無 非常勤 

監 査 役 西 村 善 嗣 無 非常勤 

監 査 役 布 施 麻記子 無 非常勤 

（注）１．取締役秦喜秋氏および有吉章氏は、会社法第２条第 15 号に定める社外取締役であります。 

２．監査役田口和夫氏、西村善嗣氏および布施麻記子氏は、会社法第２条第 16 号に定める社外監査役であり

ます。 

３．取締役秦喜秋氏および有吉章氏ならびに監査役田口和夫氏、西村善嗣氏および布施麻記子氏を、東京証

券取引所の定めに基づき独立役員として届け出ております。 

４．監査役岩崎均氏は、当社の財務部門長を長年経験しており、財務および会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。 

５．監査役田口和夫氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するも

のであります。 

６．監査役西村善嗣氏は、弁護士および税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。 

７．監査役布施麻記子氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有する

ものであります。 
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６．政令で定める使用人の氏名 

(1) 金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 

(平成 29 年３月 31 日現在) 

役 職 名 氏 名 

コンプライアンス部長 堀内 昭彦 

 

(2) 投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の氏名 

該当事項はありません。 

 

(3) 投資助言・代理業に関し、法第 29 条の２第１項第６号の営業所又は事務所の業務を統括する者の氏名 

該当事項はありません。 

 

７．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

(平成 29 年３月 31 日現在) 

名称 所在地 

本 社 〒135-0052 東 京 都 江 東 区 潮 見 2 - 9 - 1 5

大 阪 本 部 〒541-0041 大 阪 市 中 央 区 北 浜 2 － 5 － 2 3

（注）金融商品取引業を営んでいる店舗は、本社のみ 1店舗であります。 

 

８．業務の種別 

○ 金融商品取引法第 28 条第１項第１号に掲げる行為に係る業務 

○ 有価証券等管理業務 

○ 投資助言・代理業 

 

９．他に行っている事業の種類 

○ 貸金業法第２条第１項に規定する貸金業その他金銭の貸付けまたは金銭の貸借の媒介に係る業務 

○ 保険業法第２条第 26 項に規定する保険募集に係る業務 

○ 他の事業者の業務に関する電子計算機のプログラムの作成または販売を行う業務および計算受託業務 

○ その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせんまたは紹介を行う業務 

○ 他の事業者の業務に関する広告または宣伝を行う業務 

○ 名義書換取次業務 

○ 有価証券配送業務 

○ 有価証券保管・受渡業務 

○ 文書の作成、整理、集計、発送業務 

○ 労働者派遣業務 

○ 担保等に供された有価証券等の保管および振替業務 

○ 有料職業紹介事業 

○ 会社情報提供サービス業務 

○ 各種登録資料の印刷実績の集計、請求および決済業務 

○ 個人番号および法人番号の管理にかかる受付・登録支援業務 
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10．苦情処理及び紛争解決の体制 

お客様から苦情等の申し出があった場合は、お客様の立場を尊重し、ご意見等を真摯に受け止め、迅速、誠実、

公平かつ適切にその解決を図ります。 

なお、当社での対応により苦情等の解決を図ることができない場合、その他適切と認められる場合には、外部の

紛争処置機関として、「特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ）」等を紹介し

解決を図ります。 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 

一般社団法人 日本投資顧問業協会 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

株 式 会 社 東京証券取引所（総合取引参加者） 

株 式 会 社 大阪取引所（先物取引等取引参加者） 

株 式 会 社 名古屋証券取引所（総合取引参加者） 

証券会員制法人 札幌証券取引所（特定正会員） 

証券会員制法人 福岡証券取引所（一般正会員） 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 
 
１．当期の業務の概要 

当期におけるわが国経済は、緩やかな回復基調が続いているものの、中国をはじめとする新興国経済の下振れ懸念、

英国の欧州連合離脱問題の影響、米国新大統領就任による政権運営の不確実性等もあり、先行き不透明な状況にありま

した。 

このような状況の下、当社は平成 26 年度から平成 28 年度の 3 か年を対象とした中期経営計画の最終年度として、重

点領域と定めている「証券業務のトータルソリューションの提供」と「会社運営の効率化ソリューションの提供」の 2

つの分野において、引き続き諸施策を展開してまいりました。主な取り組みといたしましては、品質マネジメントシス

テム「ＩＳＯ ９００１」の認証取得範囲を拡大し業務品質の向上に努めるとともに、金融機関や事業会社へのマイナン

バー関連サービスの提供や地域金融機関が設立する証券子会社の運営を包括的に支援する「Ｄｒｅａｍ－Ｓ＆Ｓ」の展

開に注力してまいりました。 

当期の経営成績につきましては、平成 28 年１月よりマイナンバー関連サービスを開始したものの、前期に証券バ

ックオフィスシステム（基幹系システム）を譲渡した影響等により、営業収益は 139 億 15 百万円（前期比 5.6％減）

となりました。業務体制の見直し等を実施し、コスト削減に取り組むとともに、事業構造改善費用を特別損失に計上

したこと等により、営業利益は 3億 45 百万円（前期は営業損失 2億 89 百万円）、経常利益は 8億 46 百万円（前期は

経常損失 98 百万円）、当期純損失は 22 億 52 百万円（前期は当期純損失 1億 73 百万円）となりました。 

 

２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

(単位：千株、百万円) 

平成 27 年３月期 平成 28 年３月期 平成 29 年３月期 

資本金 8,906 8,921 8,923 

発行済株式総数 25,549 25,623 25,629 

営業収益 13,791 14,743 13,915 

(受入手数料) 13,054 14,136 13,454 

((委託手数料)) 764 744 604 

((引受け・売出し・特定投資家向け売付

け勧誘等の手数料)) 
－ － － 

((募集・売出し・特定投資家向け売付け

勧誘等の取扱手数料)) 
－ 0 － 

((その他の受入手数料)) 12,290 13,391 12,850 

(トレーディング損益） 93 59 42 

((株券等)) △0 △0 － 

((債券等)) 93 59 41 

((その他)) △0 △0 0 

(金融収益） 642 548 418 

営業費用 8,765 9,076 7,465 

(金融費用） 203 189 170 

純営業収益 13,587 14,554 13,745 

営業総利益 5,025 5,667 6,450 

一般管理費 4,690 5,956 6,105 

営業損益 335 △289 345 

経常損益 550 △98 846 

当期純損益 1,874 △173 △2,252 

従業員数 513 611 593 

外務員数 32 29 29 

（注）純営業収益は営業収益から金融費用を差引いたものです。 
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(2) 有価証券引受・売買等の状況 

 

① 株券の売買高の推移（先物取引を除く） 

(単位：百万円) 

平成 27 年３月期 平成 28 年３月期 平成 29 年３月期 

自      己 1,973 389 292 

委      託 6,993,892 7,379,028 5,956,323 

合      計 6,995,865 7,379,417 5,956,616 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の

取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

(単位：千株、百万円) 

区  分 引受高 売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額

募集の 

取扱高 

売出しの 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の

取扱高 

平 株券 － － － － － － －

成 国債証券 － －  － －

27 地方債証券 － －  － －

年 特殊債券 － － － － － － －

３ 社債券 － － － － － － －

月 受益証券  1,017 － － －

期 その他 － － － － － － －

平 株券 － － － － － － －

成 国債証券 － －  － －

28 地方債証券 － －  － －

年 特殊債券 － － － － － － －

３ 社債券 － － － 5 － － －

月 受益証券  452 － － －

期 その他 － － － － － － －

平 株券 － － － － － － －

成 国債証券 － －  － －

29 地方債証券 － －  － －

年 特殊債券 － － － － － － －

３ 社債券 － － － － － － －

月 受益証券  236 － － －

期 その他 － － － － － － －

 

  



9 

 

(3) その他業務の状況 

(単位：百万円) 

平成 27 年３月期 平成 28 年３月期 平成 29 年３月期

そ の 他 業 務 の 営 業 収 益 11,535 12,478 11,838 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 

(単位：百万円) 

  平成 27 年３月期 平成 28 年３月期 平成 29 年３月期

基 本 的 項 目  (A) 24,999 24,474 22,021 

補 完 的 項 目 

その他有価証券評価差額金(評価益)等  522 288 380 

金融商品取引責任準備金等  547 654 594 

一 般 貸 倒 引 当 金  76 47 25 

計 (B) 1,146 991 1,000 

控 除 資 産  (C) 13,056 9,210 6,277 

固定化されていない 

自 己 資 本 
(A)＋(B)－(C) (D) 13,089 16,255 16,744 

リ ス ク 相 当 額 

市 場 リ ス ク 相 当 額  228 127 133 

取引先リスク相当額  566 554 575 

基礎的リスク相当額  2,921 2,937 3,432 

計 (E) 3,715 3,620 4,141 

自己資本規制比率  (D)／(E)×100  352.2% 449.0% 404.3%
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Ⅲ 財産の状況に関する事項 
 

１ 経理の状況 

(1) 貸借対照表 

 (単位：百万円)

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 9,126 10,715

預託金 1,081 1,115

営業貸付金 6,758 4,030

信用取引資産 10,338 11,621

信用取引貸付金 5,986 4,534

信用取引借証券担保金 4,352 7,087

営業未収入金 ※１ 1,526 ※１ 1,519

前払費用 285 229

有価証券 162 －

繰延税金資産 129 －

短期差入保証金 7,527 8,846

その他 ※１ 2,201 ※１ 2,208

貸倒引当金 △61 △25

流動資産合計 39,077 40,261

固定資産 

有形固定資産 

建物 528 469

工具、器具及び備品 638 443

その他 6 7

有形固定資産合計 1,173 919

無形固定資産 

ソフトウエア 3,143 373

その他 149 67

無形固定資産合計 3,293 441

投資その他の資産 

投資有価証券 ※２ 755 ※２ 915

関係会社株式 3,520 3,720

出資金 7 7

長期前払費用 251 190

長期差入保証金 616 613

その他 14 9

貸倒引当金 △14 △0

投資その他の資産合計 5,151 5,455

固定資産合計 9,617 6,817

資産合計 48,695 47,078
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 (単位：百万円)

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

短期借入金 ※１ 3,870 ※１ 3,620

1年内返済予定の長期借入金 － 500

信用取引負債 6,344 8,786

信用取引借入金 686 644

信用取引貸証券受入金 5,657 8,141

有価証券担保借入金 52 485

有価証券貸借取引受入金 52 485

営業未払金 ※１ 916 ※１ 619

未払金 ※１ 590 ※１ 77

未払費用 ※１ 305 ※１ 304

未払法人税等 69 113

預り金 ※１ 67 ※１ 152

短期受入保証金 8,708 7,705

前受収益 25 18

賞与引当金 182 206

役員賞与引当金 13 －

その他 219 55

流動負債合計 21,362 22,644

固定負債 

長期借入金 1,000 500

繰延税金負債 29 145

退職給付引当金 498 527

その他 ※１ 194 ※１ 162

固定負債合計 1,722 1,335

特別法上の準備金 

金融商品取引責任準備金 ※５ 654 ※５ 594

特別法上の準備金合計 654 594

負債合計 23,740 24,574

純資産の部 

株主資本 

資本金 8,921 8,923

資本剰余金 

資本準備金 11,744 11,746

資本剰余金合計 11,744 11,746

利益剰余金 

利益準備金 251 251

その他利益剰余金 

配当準備積立金 86 86

繰越利益剰余金 3,716 1,170

利益剰余金合計 4,054 1,507

自己株式 △54 △54

株主資本合計 24,665 22,123

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 242 319

土地再評価差額金 △0 △0

評価・換算差額等合計 242 319

新株予約権 45 61

純資産合計 24,954 22,504

負債純資産合計 48,695 47,078
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(2) 損益計算書 

 (単位：百万円)

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業収益 ※１ 14,743 ※１ 13,915

営業費用 ※１ 9,076 ※１ 7,465

営業総利益 5,667 6,450

一般管理費 ※２ 5,956 ※２ 6,105

営業利益又は営業損失（△） △289 345

営業外収益 

受取配当金 ※１ 130 ※１ 439

その他 ※１ 59 ※１ 61

営業外収益合計 190 501

営業外費用 

その他 0 0

営業外費用合計 0 0

経常利益又は経常損失（△） △98 846

特別利益 

固定資産売却益 157 7

投資有価証券売却益 37 0

投資有価証券償還益 49 －

金融商品取引責任準備金戻入 － 60

特別利益合計 245 67

特別損失 

固定資産除却損 1 2

金融商品取引責任準備金繰入れ 107 －

事業構造改善費用 － ※１,※３ 2,942

特別損失合計 108 2,945

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 37 △2,031

法人税、住民税及び事業税 8 9

法人税等調整額 202 211

法人税等合計 210 221

当期純損失（△） △173 △2,252
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(3) 株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日） 

(単位：百万円)

 株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 
 

資本準備

金 
資本剰余

金合計 
利益準備

金 

その他利益剰余金
利益剰余

金合計 
 

配当準備

積立金 
繰越利益

剰余金 

当期首残高 8,906 11,729 11,729 251 86 4,272 4,610 △54 25,191

当期変動額    

新株の発行（新株予約権の行使） 15 15 15   31

剰余金の配当  △382 △382  △382

当期純損失（△）  △173 △173  △173

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）    

当期変動額合計 15 15 15 － － △555 △555 △0 △525

当期末残高 8,921 11,744 11,744 251 86 3,716 4,054 △54 24,665

 

 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計

 
その他有価

証券評価差

額金 

土地再評価

差額金 
評価・換算

差額等合計

当期首残高 468 △0 468 54 25,713

当期変動額  

新株の発行（新株予約権の行使）  31

剰余金の配当  △382

当期純損失（△）  △173

自己株式の取得  △0

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額） △225 － △225 △8 △234

当期変動額合計 △225 － △225 △8 △759

当期末残高 242 △0 242 45 24,954
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当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

(単位：百万円)

 株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 
 

資本準備

金 
資本剰余

金合計 
利益準備

金 

その他利益剰余金
利益剰余

金合計 
 

配当準備

積立金 
繰越利益

剰余金 

当期首残高 8,921 11,744 11,744 251 86 3,716 4,054 △54 24,665

当期変動額    

新株の発行（新株予約権の行使） 2 2 2   4

剰余金の配当  △293 △293  △293

当期純損失（△）  △2,252 △2,252  △2,252

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）    

当期変動額合計 2 2 2 － － △2,546 △2,546 △0 △2,542

当期末残高 8,923 11,746 11,746 251 86 1,170 1,507 △54 22,123

 

 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計

 
その他有価

証券評価差

額金 

土地再評価

差額金 
評価・換算

差額等合計

当期首残高 242 △0 242 45 24,954

当期変動額  

新株の発行（新株予約権の行使）  4

剰余金の配当  △293

当期純損失（△）  △2,252

自己株式の取得  △0

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額） 
76 － 76 15 91

当期変動額合計 76 － 76 15 △2,450

当期末残高 319 △0 319 61 22,504
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【注記事項】 

（継続企業の前提に関する事項） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 6年～47年

工具、器具及び備品 2年～20年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した事業年度

の翌事業年度から5年間で均等償却する方法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主として5年）に基づく定額法

によっております。 

(3) 長期前払費用 

定額法によっております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を見積り計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（12年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）に

よる定額法により費用処理しております。 

(4) 金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５の規定に基づき、金融商品取引業等に関

する内閣府令第175条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（会計方針の変更） 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、この変更による当事業年度の影響額は軽微であります。 

 

（表示方法の変更） 

（貸借対照表） 

前事業年度において、区分掲記しておりました「投資その他の資産」の「破産更生債権等」は、金額の重

要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反

映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」に表示していた「破産更生債権等」

14百万円は、「その他」として組替えております。 

 

（損益計算書） 

前事業年度において、区分掲記しておりました「営業外収益」の「受取賃貸料」は、金額の重要性が乏し

くなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「受取賃貸料」30百万円は、

「その他」として組替えております。 

前事業年度において、「特別損失」の「その他」に含めて表示していた「固定資産除却損」は、金額の重

要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業

年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「特別損失」に表示していた「その他」1百万円については、

「固定資産除却損」として組替えております。 

 

（貸借対照表関係） 

※１ 関係会社に対する金銭債権債務 

 
前事業年度 

（平成28年３月31日） 
当事業年度 

（平成29年３月31日） 

短期金銭債権 2,047百万円 2,059百万円 

短期金銭債務 2,102 〃 1,693 〃 

長期金銭債務 145 〃 145 〃 

 

※２ 担保等に供されている資産 

前事業年度（平成28年３月31日） 

信用取引の自己融資見返り株券のうち59百万円は、消費貸借契約に基づき貸付けております。なお、

上記のほか、借入有価証券の担保として32百万円を差し入れております。また、取引所への長期差入保

証金の代用として投資有価証券119百万円、株式会社日本証券クリアリング機構への清算基金の代用とし

て投資有価証券468百万円および信用取引の自己融資見返り株券640百万円をそれぞれ差し入れておりま

す。 

 

当事業年度（平成29年３月31日） 

信用取引の自己融資見返り株券のうち363百万円は、消費貸借契約に基づき貸付けております。なお、

上記のほか、借入有価証券の担保として141百万円を差し入れております。また、取引所への長期差入保

証金の代用として投資有価証券129百万円、株式会社日本証券クリアリング機構への清算基金の代用とし

て投資有価証券385百万円をそれぞれ差し入れております。 
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３ 担保等として差し入れた有価証券の時価額 

 
前事業年度 

（平成28年３月31日） 
当事業年度 

（平成29年３月31日） 

信用取引貸証券 5,887百万円 8,624百万円 

信用取引借入金の本担保証券 689  〃 658  〃 

その他担保として差し入れた有価証

券 
2,783  〃 4,084  〃 

消費貸借契約により貸し付けた有価

証券 
24  〃 98  〃 

 

４ 担保等として受け入れた有価証券の時価額 

 
前事業年度 

（平成28年３月31日） 
当事業年度 

（平成29年３月31日） 

信用取引貸付金の本担保証券 5,373百万円 4,336百万円 

信用取引借証券 4,291  〃 7,061  〃 

受入保証金代用有価証券 7,034  〃 8,950  〃 

営業貸付金の担保として受け入れた

有価証券 
21,381  〃 17,610  〃 

消費貸借契約により借り入れた有価

証券 
24  〃 98  〃 

 

※５ 特別法上の準備金 

前事業年度（平成28年３月31日）および当事業年度（平成29年３月31日） 

特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、以下のとおりであります。 

金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条の５ 

 

（損益計算書関係） 

※１ 関係会社との取引高 

 
前事業年度 

（自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日） 

営業取引による取引高   

営業収益 179百万円 259百万円 

営業費用 3,295 〃 3,097 〃 

営業取引以外の取引による取引高   

営業外収益 125百万円 450百万円 

特別損失 － 〃 49 〃 

 

※２ 一般管理費の主なもの 

 
前事業年度 

（自 平成27年４月１日 
  至 平成28年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

従業員給料及び手当 2,210百万円 2,328百万円 

賞与引当金繰入額 182 〃 206 〃 

役員賞与引当金繰入額 13 〃 － 〃 

退職給付費用 89 〃 110 〃 

貸倒引当金繰入額 △14 〃 △31 〃 

減価償却費 247 〃 320 〃 

 

※３ 事業構造改善費用 

当事業年度において、マイナンバー関連サービスの業務体制の見直しに係る費用等について、事業構造改

善費用として2,942百万円を計上しております。 

主な内訳は、ソフトウエア等の減損損失2,772百万円、その他170百万円であります。 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度の末日における自己株式の種類および数 

普通株式 81,577株

当事業年度の末日における自己株式の種類および数 

普通株式 81,832株
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

 (単位：百万円) 

借  入  先 
平成 28 年３月期 平成 29 年３月期 

借入金の種類 金額 借入金の種類 金額 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 
短 期 借 入 金 130 短 期 借 入 金 130

長 期 借 入 金 500 長 期 借 入 金 500

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 
短 期 借 入 金 100 短 期 借 入 金 100

長 期 借 入 金 500 長 期 借 入 金 500

株 式 会 社 り そ な 銀 行 短 期 借 入 金 470 短 期 借 入 金 470

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 短 期 借 入 金 370 短 期 借 入 金 370

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 信 用 取 引 借 入 金 686 信 用 取 引 借 入 金 644

（注）長期借入金は 1年内返済予定の長期借入金を含んでおります。 
 
 

３．保有有価証券の時価等 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

 平成 28 年３月期 平成 29 年３月期 

 
取得原価 

貸借対照表

計上額 
差  額 取得原価 

貸借対照表 

計上額 
差  額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
  

株 式 339 700 360 350 813 462 

債 券 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小 計 339 700 360 350 813 462 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの
  

株 式 34 24 △10 24 21 △2 

債 券 － － － － － － 

その他 162 162 － － － － 

小 計 197 186 △10 24 21 △2 

合 計 537 887 350 374 834 460 

 

(2) 時価評価されていない有価証券の内容等 

 (単位：百万円) 

区    分 
平成 28 年３月期 平成 29 年３月期 

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

子会社株式 3,520 3,720 

その他有価証券 30 80 

 非上場株式 30 80 
 
 

４．先物・オプション取引の状況(トレーディングに係るもの以外) 

該当事項はありません。 
 
 

５．有価証券店頭デリバティブ取引の状況(トレーディングに係るもの以外) 

該当事項はありません。 
 
 

６．財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

会社法第 436 条第２項および金融商品取引法第 193 条の２第 1項の規定に基づき、新日本有限責任監査法人の監

査を受けております。 
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Ⅳ 管理の状況 
 

１．内部管理の状況の概要 

 

当社は、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置づけ、法令諸規則等を遵守した業務の適正を確

保するため、内部管理体制の整備、強化に取り組んでおります。 

 

(1) 内部管理体制について 

当社は、内部管理統括責任者のもとに、コンプライアンスに関する事項を担当する部署としてコンプライアン

ス部を設置し、法令や社内ルール等を遵守した業務の適切性について管理・監督・指導を行っております。 

また、コンプライアンスに関する相談や不正行為等の通報窓口を社内外に設置し、内部通報制度を整備してお

ります。 

内部監査については、社長直轄の組織としてグループ監査部を設置し、法令順守および業務執行の効率性なら

びに妥当性の観点から内部監査を実施しております。 

さらに、リスク管理については、リスク管理体制の強化を目的として、リスク管理委員会を設置し、原則毎月

開催しております。 

 
(2) 内部管理に係る各組織の役割 

◎ コンプライアンス部 ① コンプライアンスに係る教育研修に関する事項 

 ② 法令・諸規則等に適合した社内制度と事務処理体制の管理・監督・指導に

関する事項 

 ③ 金融商品取引業に係る顧客の審査に関する事項 

 ④ 個人情報の保護に関する事項 

 ⑤ 市場執行注文の監視に関する事項 

◎ グループ企画総務部 ① 全社的リスクの総合管理に関する事項 

 ② リスク管理の企画・業務の総合調整に関する事項 

◎ グループ監査部 ① 当社の業務運営全般にかかる内部統制の調査、分析および評価ならびにそ

れらに基づく業務上の勧告、具申に関する事項 

 ② 内部統制報告書の作成等に関する事項 

 ③ 特命に関する事項 

 

２．分別管理等の状況 

(1) 顧客分別金信託の状況 

(単位：百万円) 

項 目 
平成 28 年３月 31 日 

現在の金額 

平成 29 年３月 31 日 

現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 533 471 

期末日現在の顧客分別金信託額 1,050 1,050 

期末日現在の顧客分別金必要額 540 471 

 

(2) 有価証券の分別管理の状況 

① 保護預り等有価証券 

有 価 証 券 の 種 類 
平成 28 年３月 31 日現在 平成 29 年３月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 株数 6,857,941 千株 16,043 千株 6,348,963 千株 17,138 千株 

債券 額面金額 77,227 百万円 4,231 百万円 87,580 百万円 62,280 百万円

受益証券 口数 4,518,253 百万口 － 4,830,687 百万口 － 

その他（倉荷証券） 数量 4 千枚 － 4 千枚 － 

 

② 受入保証金代用有価証券 

有 価 証 券 の 種 類 
平成 28 年３月 31 日現在 平成 29 年３月 31 日現在 

数   量 数   量 

株券 株数 8,580 千株 5,253 千株 

債券 額面金額 － － 

受益証券 口数 0 百万口 0 百万口 

その他 数量 － － 
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③ 管理の状況 

当社は、顧客との取引に関してお預りした有価証券と当社所有の有価証券の管理場所を明確に区分し、各

顧客の持分が当社の帳簿等により直ちに判別できる状態で管理しております。 

主な管理場所及び管理状況は次のとおりです。 

項 目 管 理 場 所 管 理 方 法 

保護預り等有価証券 

株式会社証券保管振替機構（日本） 振替決済 

日本銀行（日本） 振替決済 

自社（日本） 単純管理 

野村證券株式会社（日本） 混蔵管理 

マネックス証券株式会社（日本） 混蔵管理 

ＢＮＰパリバ証券株式会社（日本） 混蔵管理 

クレディ・アグリコル証券会社（日本） 混蔵管理 

受入保証金代用有価証券 株式会社証券保管振替機構（日本） 振替決済 

 

(3) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理の状況 

① 法第 43 条の３第１項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

② 法第 43 条の３第２項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 
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